「佐賀県神埼市の財政面における現状について」

経済学部 経済システム課程

安陪 邦勇

○はじめに

　私はこの度、縁あって現在居住し生活を送っている地域とは別の自治体「佐賀県神埼市」への奉職の機会を頂いた。しかし、自身が居住している自治体であれば現在までに起こり得た、あるいは継続している様々な事象について、これまでどのような経緯を辿り、結果どのような現状にあるかといった事を類推する事は容易であるが、これから奉職をする市におけるそれらの知識に乏しい事に気付いた。
　卒業を目前にし、これから新しい場所で生活を迎え、同時に実際の業務に携わる事を考えるにあたり、その地域の“あらまし”を何らかの形で学ぶ必要があるのではないかと感じた。

そこで数ある視点の中から、自治体の性格を示す最も基本的な要素のひとつである財政の視点から、当時の新聞やこれまでに公表された資料を通じて、“神埼市”を知るきっかけのひとつにしようと思う。

○神埼市の概要

現在の神埼市は平成18年3月20日に神埼町、千代田町、脊振村の３町村の新設合併により誕生した自治体である。

地理的には佐賀県の東部に位置し、東は神埼郡吉野ヶ里町及び三養基郡、北は佐賀市三瀬村及び脊振山地を隔てて福岡市、南は九州の大河、筑後川を挟んで福岡県久留米市城島町、西は県都の佐賀市と隣接している。城原川、田手川及び嘉瀬川の源流部をなす脊振山を最高峰とする北部の山間地域と、同河川が潤す肥沃な平野からなる南部の穀倉地帯とに分別される、縦に細長い形を成している地形が特徴である。

大規模な弥生時代の環壕集落跡である吉野ヶ里遺跡が発見されたことをはじめ、大化の改新以降における班田制の遺構としての条里制の坪名が今も残り、奈良時代に大宰府政庁へと続いた“西海道”の官道跡も残る。市北部に位置する背振山一帯は“背振千坊”と称され、かつて千年に渡り山岳仏教で名高い土地であったとされる。

　また、室町時代の豪族の城館跡や、南北朝時代に築城された姉川城跡、直鳥城跡等の中世の史跡が、そして江戸時代における小倉～長崎間を結ぶ長崎街道の宿場の一つである神埼宿や境原宿に纏わる古い町並みや史跡も散見出来る。

　ますは、これらの歴史と文化を持った地域による市町村合併の背景や経緯といったものについて触れてみる事とする。

・合併の背景

合併の背景として、昨今の通例では“三位一体改革の元に行われた地方交付税の削減による自主財源の強化”、“合併特例債を始めとする政府による行財政面での支援活用”などが挙げられるが、こと神埼市においては、

「地方分権一括法の施行に伴い、自治体の自己責任能力が一層強く求められる時代となったことによるもので、自主性や自立性が尊重され専門的で高度な行政サービスを提供できるよう、自治能力の向上を大きな目的とする」

「景気の低迷による税収への影響と少子高齢社会に要因する行政需要が多様化していく中、市民ニーズに適切に対応し良質な福祉サービスを実現するため」*1
と表現している。

他の自治体同様に進行する財政の硬直化への危機感や進行傾向にある少子高齢化、又政府による地方分権改革に対応するべく行政能力の質的・量的向上を図るためのものだった。*2
・合併に至る経緯

合併に至る経緯として、当初は神埼郡下6町村の間での合併を目指し、合併協議会を立ち上げ12回の協議を重ねたが、庁舎の配置や新市名などの問題、さらには同一生活圏による新たな合併の枠組みを模索する自治体による協議会離脱などが相次ぎ、合意形成が出来ず平成16年3月に解散。その後、現在の枠組みである3町村の首長会議により合併協議会を設立する事を確認、同年8月に任意での合併協議会を設置。合併特例法による国の行財政支援を受ける目的から*3、必要最小限の協議の後に法定協議会へ移行、平成17年3月に各議会による議決を経て佐賀県知事に合併申請、県議会の議決や総務大臣の告示などを経て、新自治体が誕生した。

○市の現状について
3町村の合併から3年目を数えるが、主に財政面について、現在に至るまでどのような軌跡を辿っているかを、平成18年度普通会計決算における市町村財政比較分析表、歳出比較分析表に基づく主要項目の現状と、総務省公表の各市町村決算状況（カード）を元に、直近数年の該当指標について統計を交え触れてみる。

→歳入

　歳入については、その財源の多くを国や県からの補助金で賄っており、国による三位一体の改革による税源移譲に伴う市税増分や合併特例による増分、企業誘致や定住支援などの事業・政策による歳入における自己財源増加の取り組みによる税収強化などを差し引いても、同時に三位一体の改革による抑制・制度改革等に起因する交付税の減少の割合が大きく、経済状況の好転以外に市税収入の伸びが期待出来ないのが現状である。
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図１：神埼市における主な歳入源（合併前は合算値）
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図２：神埼市における地方税収入の内訳（合併前は合算値）

　

→公債費関連比率
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図３：神埼市構成町村における公債費関連比率表
（旧神埼町、千代田町の類団比率については省略）

旧町村においては、特に脊振村における数値の高さが際立っているが（類似団体対比）、　「平成4年から9年の間に行われた道路改良、公園整備に関わる起債償還のため」とされ、自己財源の乏しい山間部によく見受けられる形である。合併による新市においても数値の上昇傾向は続いている。
こと、実質公債費比率においては、新市発足より地方分権一括法での協議制度に基づく起債許可制度の対象となっている。地方財政健全化法による早期健全化基準の数値ではないものの、佐賀県下においても高い水準にある。実質公債費比率においては、標準的な財政規模に対する借金返済額の指標である公債費比率に、一部事務組合等への負担金や繰出金等の経費を含めた比率であり、所謂“隠れ借金”を数値化するための指標だが、平成18年度の数値の急増化について、市では「これら債務負担行為に関わる算入分に今年度より利子のみでなく、元金分まで算入されることとなったため」*4とし、計算式の変更によるものと注を付けている。又、既に発行されている既往債の償還ピークが平成20年度である事、既往債の中でもとりわけ年利5％を超える高金利なものについて、平成19年度より3ヵ年で繰上償還する事も影響しているとの事だ。
3町村共に、それぞれの自治体にて道路や下水道整備などの生活基盤事業や国の経済対策に伴う地方税減税等に対応するために地方債の発行を重ねており、伸び悩む税収の現状と合わせ、数値改善は容易でないと推察出来る。

→人件費、物件費などの経常収支項目

　人件費や公債費などの義務的経費や、普通建設事業費などの投資的経費のように、経費の経済的性質に着目した分類を性質別歳出と称し、これらの項目について、財務管理の立場から財政の健全性など主に財政運営の実態の分析の際に用いる。そして、毎年経常的に入る財源のうち、これら経常的な経費にどれほどの割合で費やされるかを示す指標を経常収支比率という。この指標の数値が高い程自由に使える財源が乏しく、財政構造が硬直化していると表現される。
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図４：神埼市構成町村における経常収支比率表
（合併前については各々の町村別に分類）

各町村共、年度を増すにつれて硬直化が進行している。平成１８年度については、対前年度比3.6％減となっているが、これは合併特例法による普通交付税の増分ならびに景気回復基調に伴う市税増によるものとの事で、一時的な要因に過ぎない。各年度においても補助費等の比率が大きいが、この支出の大半は一部事務組合負担金や土地改良関係債務負担行為等である。こと旧神埼町においては土地改良関係債務負担行為の比率が補助費の25％前後と高水準で推移しており、合併後においても平成18年度で約20％と、依然として高い比率*5である。その他経費も含めると、類似団体平均を10％以上上回り、類団中最下位という非常に高い水準である。

これらの大まかな傾向として、地方交付税の減額と公債費の増大による急速な硬直化の進行が見受けられる。歳出削減と高負荷の公債費負担の適正化による流動性確保を急ぐも、景気が再度下降局面に入った事で市税の大幅減収も予想でき、先行きは依然厳しいものと考えられる。

さらに、今後益々進行するであろう少子・高齢化は関係する扶助費の大きな増因となりかねず、急速な年齢構成の変化は同時に財政の圧迫要因となりかねない。

→性質別歳出に見る歳出状況

（旧神埼町）　　　　　　　　　　　　　　　　（旧脊振町）
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（旧千代田町）
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（神埼市）
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図５：神埼市構成町村における人口1000人当たりの定員管理の適正度

　（数値は人口1000人あたりの職員数　単位：人）

性質別分類とは、歳出を経済的性質によって、人件費、扶助費、公債費、投資的経費などに分類したものである。この分類による項目のうち、特徴的なものをいくつか挙げる。
　まず、人件費に関わる職員の定員管理の数値については、旧町村とも以前より新規採用の抑制・昇給の延伸、合併後においては退職者の不補充・退職者のおおむね半分の新規採用とする事で抑制を図る事で、類似団体内でも高い健全度を示し、かかる人件費を抑えている。
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図６：神埼市構成町村における地方債収入額と性質別歳出における普通建設事業費、

公債費額の推移と同歳出における構成比（H13-16については合算値）

次に、公債費並びに性質別歳出における普通建設事業費についてであるが、比較のために地方債による収入の増減と並べて表示している。

上記のグラフのうち、地方債発行額についてはグラフ起点の平成13年度以降15年度まで、例えば旧神埼町における中央公園整備事業やJR神前駅における自由通路整備事業、旧千代田町における公共複合施設建設などの大型事業による町債発行、地方交付税の税収不足に対応する臨時財政対策債の発行などにより増加を続けていたが、16年度以降減少傾向にある。こと。16年度における減少は以前の大型公共事業がひと段落したこと、三位一体の改革による厳しい煽りを受けた超緊縮型の予算編成による新規臨時財政対策債の発行大幅減によるものである。新市発足後の17年度以降についても、必要最小限度の合併特例債や過去の高金利債務の借り換えのための市債発行など、発行を絞る形で推移しており、新規市債発行額が同年度の償還額を上回らないように調整している模様だ。

　公債費については、過去に発行した町債などの起債償還が開始されるに伴い、負担の上昇が続いている。高金利債務などの借り換えや繰上償還、新規起債の抑制などの施策を進めているが、税収の増加が見込めない現状における数値改善は厳しいようである。
普通建設事業費については、町村毎に大きく目的用途が異なるため、別途グラフを立てて分析する。

→普通建設事業費の推移（括弧内は事業年度ならびに事業規模を示す）
　性質別歳出において、投資的経費に分類される普通建設事業費は、同時にその事業目的に応じて分類する事が出来、どのような事業について支出されたかを大まかな項目別に計算が可能である。このような分類手法を目的別歳出と言い、これらを統計的に処理することで、市報などでは公表されていない“公共工事”の支出について知ることが出来る。

　旧神埼町においては、ＪＲ神埼駅に北口を新設する自由通路整備事業（単年度7億6千万円）や神崎郡民グラウンド周辺を都市公園として整備する神埼中央公園整備事業（過年度13億円）、周辺道路の整備（過年度2億5千万円）や町全体を「屋根のない博物館」とする田園空間整備事業、土地改良区整備事業などの大型事業が過年度に渡って進行、構成する土木費の割合が非常に高く推移している。平成15・16年度の民生費の増加については老朽化による仁比山保育所の改築事業（過年度2億6千万円）によるもの、同16年度での農林水産業費の増加はイチゴパッケージセンター建設（単年度1億6千万円）に伴うものである。

　旧千代田町においては、中世の城跡である直鳥環濠（かんごう）集落の整備事業（過年度）や町民武道館建設（過年度1億4千万円）、複合公共施設建設（単年度11億5千万円）など、主に大型施設建設に際して関連する費目が上昇しているが、これらを除けば事業規模は相対的に低く抑えられている。

　旧脊振村においては、林道整備にかかる林業地域総合整備事業や村道整備事業、過疎対策のための賃貸住宅整備事業（過年度2億3千万円）、夢とみどりのふるさとづくり事業（過年度1億円）観光資源として高取山公園充実のための森林居住環境尾整備事業（過年度1億8千万円）や廃校となった小学校跡地を改装、宿泊型体験施設として整備する社会教育施設整備（単年度6千万円）など、主に過疎対策や観光資源対策、インフラ整備などに費やされている。

　町村合併後については、当初は旧町村からの事業継続の色合いが強く、保育所の統合・新設に伴う建設事業費（単年度4億円）や神埼中央公園整備事業、直鳥環濠集落整備事業、ふるさと定住宅地造成事業などが中心であったが、市の将来像を描く総合計画策定後、“安全・安心なまちづくりの基盤整備”を目指すとして、根本的な基盤から見直す方針を打ち出している。
　普通建設費の歳出で特に目に付くのが神埼、千代田における公共施設の数の多さ、同時に拠出事業の必要性・有効性についてであるが、建設における背景などの情報、そしてこれら建設された施設が有効に活用されているかを示す指標が現在開かれた形で公表されていないため、“本当に必要な事業なのか”を事後的に判断する材料に欠ける事を指摘したい。
又、公共事業に関する負担が大きいのは一義的に自治体だけに問題がある訳でもない。
「全国の自治体が財政破綻に陥っている理由は、政府の景気対策に呼応し、大量の土木建設工事を実施してきたことにある。財源は、地方債（借金）であるが、政府は地方交付税を上乗せして面倒見るので心配ないといわれた。ところが上乗せどころか約束の地方交付税は大幅削減され、おまけに国策に呼応した地方は『モラルハザード』と指弾され、あげくは合併に追い込まれている*6」という指摘が時の鳥取県知事からも挙げられているが、国が90年代に景気対策として求めた公共事業の大幅増が借金となって残り、三位一体の改革による地方交付税削減が追い打ちをかけたという別の側面がある事を看過してはならない。
○財政の現状が今後もたらす事

　以上のように、財政という視点を用い神埼市の現状について触れてきたが、これらを要約すると、
　⇒収入の伸び悩み

　　少子高齢化による人口構成の変化、社会経済環境の悪化など、市税収入増の要因は見当たらず、逆に三位一体の改革による補助金制度見直しに伴う各種交付金の大幅な減少がさらに進行する事が予想でき、見通しは非常に厳しい。

　⇒財政の硬直化の進行

　　旧町村時の社会資本整備や減税特例債などの償還に伴う公債費の上昇や少子・高齢化に伴う扶助費の上昇など、義務的経費の増加が見込まれる。かつ、歳入増の見通しは非常に厳しいため、財政構造の硬直化が格段に進行している。

　⇒起債残高の増加

　　新規起債額を同期償還額以下に抑えるべく政策を打つも、高利率債の繰上償還や借り換えなどの要因により、尚も残高が増加中である。　　　　　　　などと表現できる。
又、市の貯蓄にあたる各種基金の残高はこの数年の税収不足による補填のために大半が取り崩されている。つまり、財源の調整機能が極端に低下している事になり、現状の状態が続くと今後ますます厳しい財政運営が予想される。
　現状のまま具体的な改善を見出すことが出来なければ、最悪のケースでは財政再建団体への転落といった事も考えうる。即ち、自律的運営の失敗であり、国による管理・監督の下で財政再建に取り組む事（他律的運営＝自治権の大幅な制限）を余儀なくされる。
このような結果になると、

・市独自で実施してきた施策、国基準を上回る事業の見直し

・使用料、手数料の値上げによる市民負担の増加

・地方債の制限により、市が実施する道路、下水道整備といった都市基盤整備などの制限

・資金繰りの悪化による債権者への支払や市民に対する給付への影響

・職員給与の減額、支払遅延　　　
などといった事柄が現実の問題として直面する事となる。
　これらを踏まえ、財政面として今後取り組むべき課題をいくつかを挙げる。*7
ひとつは、行政が積極的に情報を開示し、住民と問題意識を共有する事である。
例えば、先に財政再建団体の指定を受けた夕張市では、一時借入金による「隠れ借金」が290億円以上にも膨れ上がっていた。財政の現状について秘密裏に処理されていたものが、期間内に返済出来なかった事から巨額の負債が明るみに出た。反対に、情報を公開し、住民と問題意識が共有されていれば、外部圧力としての歯止めの役割を成す事で、このような事態を防止出来た可能性はある。
情報公開による住民の理解として極端な例ではあるが、米国アリゾナ州・フェニックス市にある野球場がある。球団を誘致するにあたって球場を整備しようとしたが、当時州に資金は無かった。そこで、フェニックス市の売上税、日本でいう消費税を2％上乗せしたそうである。要は目的税であり、市外で買い物をすればその分安く買える訳だが、住民は、それが球団誘致に必要なコスト負担であることを十分に認識していたため、むしろ買い物を極力町の中でするように努め、その結果予定より早く資金が集まって球場が建設出来たという。
この例はある種極論ではあるが、住民と行政とが意識を共有すれば、住民自身が適正な負担を受け入れ、財政悪化を招くことなく、行政サービスを向上させることも可能ではないかと考える事も出来る。神埼市においては、今後の課題として情報公開制度の充実を挙げており*8、その中で事務事業評価制度の創設などを示しているが、まずは今後の事業の参考としても早急な実現が望まれる。
そして、もうひとつは自治体間の連携強化である。
公民館や体育館、図書館など住民の生活に必要なインフラを複数の自治体が共同で所有したり利用したりすれば、行政サービスの水準を大きく下げる事なくコストダウンを図ることが出来る。あるいは、それぞれの地域の産業上の特徴を生かして、それぞれの地元企業が他地域の企業と相互に連携を強めるよう自治体が支援する事で、地域経済を活性化し、税収の増加を図ることも出来るのではないかという考えである。

地域内での自己完結を想定した再建・再生策には自ずから限界がある事を見越し、自治体間のネットワーク能力構築による財政負担軽減策として注目出来るのではと思う。
これらの施策は考えうる中のほんの一例であるが、肝要なのはこれらの現状について目を向け、危機感を市民だけでなく行政自身も共有し、実際に行動に移す事だと感じた。
○おわりに
今回は財政というひとつの視点からの考察であったが、市の置かれている現状について

自身で調べる事で、周囲より伝え聞く以上に具体的に知ることが出来た。今後実際に居住する事で市についてより多くの事を知る事になるが、今回だけに留まらず、自身の自治体について様々な角度から興味を持てるように今後とも関心を払い、業務の内外問わず一市民として考えていけたらと思う。
（旧神埼町）
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（旧千代田町）
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図７：神埼市構成町村における普通建設事業費の構成分布

（旧脊振村）
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（神埼市、旧町村合算）
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左軸＝事業費における構成割合　右軸＝性質別歳出における事業費の割合

参考資料等

総務省／地方財政状況調査関連資料

http://www.soumu.go.jp/iken/jokyo_chousa.html
財団法人 日本都市センター　合併要覧

～市町村合併特例法改正以後の合併都市の事例集～
http://www.toshi.or.jp/gappei/index.shtml
佐賀新聞／特集：平成の大合併（神崎郡6町村、神埼・千代田・背振）

http://www.saga-s.co.jp/news/gappei
佐賀新聞データベース／各年度予算特集

http://db.saga-s.co.jp
神埼市

http://www.city.kanzaki.saga.jp
*1　神埼市改革プラン／神埼市改革プラン策定の趣旨　抜粋

*2　神埼市行財政改革大綱／はじめに　一部引用

旧3町村における合併前の高齢化率は

　　旧神埼町：19.7％　旧千代田町：21.1％　旧脊振村：29.3％

（2000年度国勢調査　財団法人 日本都市センター データ引用）

*3　国の財政支援などのある合併特例法（市町村の合併の特例に関する法律）の特例期限は2005年3月31日まで。合併するのであれば、合併特例法の期限の2005年3月31日までに市町村が議会の議決を経て都道府県知事に合併の申請を行い、翌年2006年3月31日までに合併したものについては、現行の合併特例法の適用を受けることができた。
（総務省／旧合併特例法による取り組みより　改編）
http://www.soumu.go.jp/gapei/sochi.html
*4　公的資金補償金免除繰上償還に係る財政健全化計画／神埼市

（地方分権一括法に基づく、起債制限団体による自主的な計画公表）

*5　神埼･千代田･脊振３町村合併協議会／協定項目の承認結果

３５　農林水産業関係事業の取扱い

農林水産関係事業の取扱いについては、次のとおりとする。

　　　　　　　　　　　　　　　　中　　略

(4)　土地改良区については、土地改良区の事情を尊重しながら事業推進を支援する。

　　　　また、委託事業・補助金については、合併後に随時調整し統合する。

http://www.city.kanzaki.saga.jp/gapei/syounin.html
*6　日本農業新聞06.05.24号より抜粋
*7　東京都　財政再建団体をめぐる諸課題

http://www.zaimu.metro.tokyo.jp/syukei1/zaisei/siryou-saiken.PDF
夕張市だけじゃない！地方自治体の財政危機
http://www.media-kiss.com/yamaguchi/content/koregaiitai/08.html

　　大阪府阪南市　財政再建団体について

http://www.city.hannan.osaka.jp/inter/zaisei/zaiken08.pdf
*8　神埼市改革プランにおける「広報・公聴の充実、透明性の確保」によると、平成19年
度より順次“積極的な情報公開”として、「事務事業評価・改革プラン等の評価結果など積極的な公開とともに、市政報告を実施し、市民に理解が得られる情報公開を展開する」としている。

